
 

 

検討の視点（イメージ） 

 

 

○ 地方自治法の規律密度が高く、地方自治体の組織及び運営について裁量の余地

が乏しいという指摘があるが、地方自治体の自由度を拡大すべきではないか。一

方、全国的に統一して定めることが要請される事項をどう考えるか。 

 

 

 

○ 地方自治法は、厳格な二元代表制を採用しているが、長と議会が対立的な関係

になって、住民の意見が適切に反映されず、また、効率的な事務の処理を阻害し

ていることもあるのではないか。地方自治体の基本構造のあり方をどう考えるか。 

 

 

 

○ 勤労者等、幅広い住民が、議会をはじめ地方自治体の行政運営に参加するよう

な方策を考える必要があるのではないか。 

 

 

 

○ 地域主権型社会において国と地方自治体の関係をどう考えるか。国・地方それ

ぞれの判断と責任が尊重されるためには、どのような仕組みが必要か。 

 

 

 

○ 「平成の大合併」進展後、市町村の姿は変貌を遂げたが、現行の基礎自治体の

あり方（市と町村、市の中の区分（指定都市・中核市・特例市））はこれにふさ

わしいものとなっているか。 

 

 

 

○ 不適正経理事件等を踏まえ、地方公共団体の監査制度等の抜本的な見直しが必

要ではないか。また、財務会計における透明性の向上と自己責任の拡大が必要で

はないか。 
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